臨時特例法に関わる総務副大臣通知の取り扱いについて
１　臨時特例法に係る総務副大臣通知が発出される
（１）総務省は、２月29日夜、「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」の公布に関わって、副大臣通知を発出しました（別紙）。なお、この中で地方公務員の給与については、「地方公務員の給与については、地方公務員法及びこの法律の趣旨を踏まえ、地方公共団体において自主的にかつ適切に対応されるよう期待いたします。」とされています。
（２）この附則第12条の解釈については、２月28日に、江﨑孝自治労協力国会議員が参議院総務委員会の質疑の中で、川端総務大臣から次の回答を引き出しています。
【2012年２月28日　参議院総務委員会質問・答弁】
	○　江崎孝参議院議員
ありがとうございます。法案の東日本大震災への対処とは、既に継続して行われている被災地の復旧復興に向けた地方自治体の献身的な連携協力に感謝し、それを支援することであり、それこそが国が果たすべき責務であります。次に、総務大臣の政府としての認識を伺います。国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律案第一条の趣旨と、修正案附則第十二条、地方公務員の給与を踏まえ、国家公務員の給与引下げに伴う地方公務員給与及び自治体財政への政府の対応について見解を明らかにしていただきたいと思います。
○　川端総務大臣
地方公務員の給与については、各地方公共団体において、それぞれの時点での状況を踏まえ議会で十分に議論の上、条例で定められるものであります。本給与臨時特例法案が成立した場合には、各地方公共団体において、同法附則第十二条の規定を踏まえ、引き続き国民、住民の理解と納得が得られるよう情報公開を徹底するなど、自主的な取組を進めながら適切に決定することが肝要でございます。
したがって、地方公務員の給与について、総務省から各地方公共団体に対して、今回の国家公務員に係る時限的な給与削減措置と同様の措置を実施するよう要請することや強制することは考えておりません。
総務省といたしましては、地方財政計画の策定に当たり、本臨時特例法案に定める給与削減措置と同様の措置が一律に実施されることを前提とした給与関係経費を計上することは考えておらず、今後の各地方公共団体の給与改定の動向等を踏まえつつ、所要の給与関係経費を計上し、必要な地方交付税総額を確保していくこととしております。
○　江崎孝参議院議員 
大臣、義務教育費国庫負担金の取扱いを含めて、昨年六月三日の閣議決定の質問主意書答弁と変更ないという理解でよろしいですか。
○　川端総務大臣
これまでの考え方に変更はございません。


※　下線部は道本部
２　地方六団体が臨時特例法成立に関わって共同声明を発出
また、地方六団体より、２月29日の国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律が成立したことに関連して地方六団体が以下のとおり共同声明を発表しました。
　共同声明の内容は、以下のとおりです。　
【地方六団体共同声明】
	国家公務員給与に係る臨時特例法について
本日、我が国の厳しい財政状況及び東日本大震災に対処する必要性から、来年度から２年間、国家公務員給与を平均で７．８％削減する「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」が成立し、同法附則第１２条では、「地方公務員の給与については、地方公務員法及びこの法律の趣旨を踏まえ、地方公共団体において自主的かつ適切に対応されるものとする。」とされた。
もとより地方の行政運営に関わる事項は、国が指示すべきものではなく、地方自らの判断に基づくものでなければならない。これまで地方は、地域の実情や厳しい財政状況等を踏まえ、独自の給与削減や定員削減を断行する等、国に先んじて行財政改革を実施してきたところであり、また、被災地へのきめ細かな職員派遣等の継続した支援に加え、全国的な防災・減災事業の財源を自ら確保する等の取り組みを行っている。
このため、地方交付税や義務教育費国庫負担金を減額するなど、国が地方に対し給与削減を実質的に強制することは、附則第１２条の立法の経緯を踏まえれば、決してあってはならないものである。
地方は、地域主権改革の理念に則り、自らの判断に基づいた自主的な取り組みを通して、引き続き東日本大震災からの復旧・復興に取り組み、地方の責任を果たしていく。
平成２４年２月２９日
地方六団体
全国知事会会長 山 田 啓 二
全国都道府県議会議長会会長 山 本 教 和
全国市長会会長 森 民 夫
全国市議会議長会会長 関 谷 博
全国町村会会長 藤 原 忠 彦
全国町村議会議長会会長 髙 橋 正


３　臨時特例法に対する対応について
以上の内容を踏まえて、各自治体における３月議会等に対する取り組みについて以下のとおりとします。
（１）2011確定闘争では、国における「人勧実施のための給与法改正を行わない」との閣議決定を理由に賃金改定が見送りとなった単組や、「年間調整を実施しない」とした単組が相当数出てきています。今回の国の給与法改正に合わせ、３月議会にむけて給与改定や新たな給与削減、年間給与の制度調整の実施等の動きが一部の自治体で出てきています。そこで、こうした当局の動きに対しては、下記の考え方のもと、「2011年度の給与については労使合意によりすでに決着している」との立場で臨みます。
①　今回の国公における給与削減は、むしろこの間の地方における独自カットをならったものであり、地方三団体を始め、多くの地方関係者が「地方への押し付け」に強く反対していること。
②　政府もまた、昨年６月３日の閣議決定および臨時特例法案の審議における政府答弁（上述）など、交付税の削減措置を含めた「地方への波及」を想定していないこと。
③　臨時特例法案附則第12条にある「この法律の趣旨」とは、文字通り、「東日本大震災に対処するための、国家公務員の人件費削減」にあり、各自治体がこの法律に合わせた独自の給与カットを行ったとしても、それは何ら復旧・復興には寄与しない、「悪乗り」でしかないこと。
（２）年間調整については、国では「2012年６月の期末手当での調整」とされていますが、そもそも人勧は当年４月段階の官民比較に基づくものであり、過去の裁判例で東京高裁が「勧告後の期末手当を対象として４月からの１年間で均衡を採るように措置をする方法は相当」との見解を示しているように、あくまでも年度内（４月～３月）において調整することが想定されています。そのため、年度を超えた調整は退職者との不均衡を生じさせることからも認められません。
（３）また、一部の単組で３月の月例給で調整が行われる可能性も考えられますが、年間調整は通常、減額の負担を軽減するために月例給ではなく特別給で実施されていることを踏まえ、調整を実施させない取り組みを行います。
（４）給与構造改革に伴う現給保障については、今回の給与法改正においても2014年３月まで継続されることとなりました。このことを踏まえ、2011確定闘争において継続協議となっている単組においては、現給保障の継続にむけた取り組みを強化します。また、昇給号俸の抑制措置の回復については、現給保障制度の廃止がなくとも、2012年４月、2013年４月において一部回復させることとしていますので、現給保障の自然減に対応した原資の配分についても確実に実施するよう求めます。
（５）このような一連の取り扱いに際して、自治労北海道本部としては３月６日に予定している道市町村課との交渉において、改めて確認を行っていくこととします。なお、今後の方針上の整理は別途、提起することとします。
＜参考－年間給与の制度調整が年度内に行われることの論拠＞
平成14年度人事院勧告等損害賠償事件
東京高判（平成17年9月29日）
「当裁判所の判断」より抜粋
「国家公務員給与を民間に準拠し、官民の均衡を保つという方針を採った揚合には、公務員の月例給を民間の水準にまで引き下げることもやむを得ない措置として否定されず、しかも、現行制度上、毎年４月１日における官畏の給与状況を調査して勧告がされることからすると、調査又は勧告の時点から給与の改定に至るまでの時間の経過が必至であるために、官民の較差を年間の給与総額において均衡を保つための措置として、すでに発生している俸給等に係る措置を含めて相応の調整措置を講じることも避けがたい。この場合において、調査時点である４月期からの１年間で均衡を採るように措置をするかどうかは、最終的には立法政策の選択に委ねられるべきである。
そして、本件人事院勧告が、不利益不遡及の原則を踏まえて、改定を同年４月には遡及させないで年間の官民の給与を均衡させるという目的は、正当であり、かつ、速やかに調整が行われる必要があること及び弾力的な調整として月例給より特別給を対象とすることとして、勧告後の期末手当を対象として４月からの１年間で均衡を採るように措置をする方法は相当であり、本件全証拠によっても、上記の調整措置として、本件特例措置に代わるもので本件特例措置より適切なものを見出すことは困難であるから、本件特例措置は、許容された裁量の範囲内にあり、合理的であるということができる。」
以上
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